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1 ．はじめに

国土交通省においては、物件を一意に特定
し、関連情報の連携・活用を促進するための
コードとして、令和４年３月に不動産IDガ
イドラインルールを策定し、本誌昨年秋号に
おいて不動産IDガイドラインルールの内容
や不動産IDの活用に向けた今後の方向性に
ついて紹介させていただきました。
ガイドライン策定後の動きとしては、本年
５月30日に、団体、民間企業、自治体等によ
る251者の会員、有識者、関係省庁にて構成
される「不動産ID官民連携協議会」を設置し、
不動産分野を始めとした幅広い分野の成長や
課題解決に向けた取組を進めております。
本稿では、不動産分野での不動産ID活用
に加えて、不動産IDを情報連携のキーとし
て建築・都市・不動産分野の情報が連携・蓄
積・活用できる社会の実現を目指す取組であ
る「建築・都市のDX」や、不動産ID官民連
携協議会の動きなど、ガイドライン策定後の
取組状況をご紹介しながら、今後の展望につ
いてまとめています。

2 ． 官民連携による「建築・都市
のDX」の推進について

⑴　取組の全体像
不動産IDは、不動産に関する様々な情報を

紐付けて蓄積し連携することで、物件情報の
名寄せ・紐付けの容易化、不動産情報サイト
における重複掲載等の排除、各種入力負担等
の軽減など、不動産分野における様々な活用
が考えられます。これに加えて、不動産IDを
情報連携のキーとして、「建築BIM」（Building 
Information Modeling）や３Ｄ都市モデル
「PLATEAU」と一体的に推進する「建築・
都市のDX」により、空間情報が連結され、
価値創造の場が広がり、不動産分野にとどま
らず多様な分野での活用が期待されています。
建築・都市のDXは、デジタルの力で地方
の個性を活かしながら課題解決と魅力の向上
を目指す「デジタル田園都市国家構想」（令
和４年12月に「デジタル田園都市国家構想総
合戦略」を閣議決定）の実現に向けた取組と
して推進されています。また、令和５年６月
16日に閣議決定された「経済財政運営と改革
の基本方針2023」では、「都市開発・維持管
理の効率化や地域政策の高度化、新産業の創
出に向け、建築BIM、PLATEAU等による『建
築・都市のDX』の取組、不動産関係ベース・
レジストリの整備・活用に関する地理空間情
報活用推進会議における検討結果を踏まえた
戦略的な不動産ID等による幅広い分野での
新サービス創出等を推進」するとされている
ほか、同日閣議決定された「新しい資本主義
のグランドデザイン及び実行計画2023改訂
版」においても、「建築物の形状、材質、施
工方法に関する３次元データ（BIM：Building 
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Information Modeling）、都市空間における
建築物や道路の配置に関する３次元モデル
（PLATEAU）、土地や建物に関する固有の
識別番号（不動産ID）の活用を重点的に進
める」ことが掲げられており、閣議決定文書
においても重要政策の一つとして位置づけら
れています。

⑵　建築・都市のDXにおける各取組の概要
建築BIMやPLATEAUと不動産IDの連携

イメージをご紹介するうえで、まず建築BIM
とPLATEAUの概要についてご説明します。
建築BIMとは、コンピュータ上に作成した

主に３次元の形状情報に加え、建物の属性情
報（各部位の仕様・性能、居室等の名称・用
途・仕上げ、コスト情報等）などを併せ持つ
建物情報モデルを構築するシステムです。従
来のCAD（Computer Aided Design）では、
図面は別々に作成され、属性情報はCAD上

の図面と紐づいていませんでした。建築BIM
を活用することで、１つの３次元形状モデル
で建物をわかりやすく「見える化」し、コミ
ュニケーションや理解度を向上できるほか、
形状情報と属性情報を一元的に管理可能にな
り、建物のライフサイクルを通じた情報利用
やIoTとの連携が可能になります。
国土交通省では、建築物のライフサイクル

において、BIMを通じデジタル情報が一貫し
て活用される仕組みの構築を進め、建築分野
での生産性向上を図るため、官民が一体とな
って「建築BIM推進会議」を令和元年６月に
設置しました。これまでに、建築BIMの活用
による建築物の生産・維持管理プロセス等の
「将来像」とそれを実現するための「ロード
マップ」（官民の役割分担と工程表等）の検
討・策定、当該「ロードマップ」に基づく官
民それぞれでの検討等が進められているとこ
ろです。建築BIMの普及を一層進めるための
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今後の取組としては、「建築BIMによる建築
確認の環境整備」、「データ連携環境の整備」、
「維持管理・運用段階におけるデジタル化」
の３点であり、建築BIM推進会議に設けられ
た各部会を横断する形で設置したタスクフォ
ース等においてこれらを実現するための取組
を進めることとしています。
次に、PLATEAUとは、令和２年に開始

したスマートシティをはじめとするまちづく
りDXのデジタル・インフラとして、３Ｄ都
市モデルの整備・活用・オープンデータ化を
推進するプロジェクトです。３Ｄ都市モデル
では、都市の形状全体をデータとして再現す
るとともに、建物等のオブジェクト一つ一つ
が用途や構造等の属性情報を保持し、「カタ
チ」だけでなく「意味」もデータ化すること
が可能です。データフォーマットには地理空
間情報分野における国際標準化団体が国際標
準として策定した“CityGML 2.0”を採用し、

多様な分野における活用が可能な高い相互流
通性を実現しています。プロジェクト開始か
ら３年目を迎えた令和４年度には、従来の実
証的性質から社会基盤としての実装フェーズ
へと転換し、累計約130都市での整備が完了、
地方公共団体に対する新たな補助制度も創設
したところです。中長期方針としては「令和
９年度までに500都市を整備」等の実現を掲
げ、デジタル・インフラとなる３Ｄ都市モデ
ルの全国整備・社会実装の実現に向け、取組
を推進しています。
建 築・ 都 市 のDXと し て 建 築BIM、

PLATEAU、不動産IDを一体的に推進する
ことで、建物内にとどまらず、建物外からエ
リア・都市スケールまで、シームレスに再現
した高精細な「デジタルツイン」における官
民の多様なデータ連携を実現していく予定で
す。
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⑶　官民連携でのユースケース創出に向けて
建築・都市のDXにより可能となる新たな

サービスソリューションの具体的なイメージ
としては、不動産取引の分野に加えて、まち
づくり、防災、グリーン・カーボンニュート
ラル、モビリティ・ロボット等の多岐にわた
る分野でのユースケースを検討しています。
また、全国への横展開により、都市開発・維
持管理の効率化や地域政策の高度化、新サー
ビス・新産業の創出への寄与が期待されてい
ます。令和７年度よりユースケースの社会実
装・横展開を開始し、令和10年度以降の本格
普及を目指しています。
また、不動産IDの活用に関しては、不動

産IDを情報連携のキーとして「建築・都市
のDX」と官民データの連携を促進し、不動
産取引・都市開発の活性化、物流・流通の高
度化、行政のDXなど、官民の幅広い分野に
おける成長力強化を目指します。令和７年度
以降のユースケースの社会実装・横展開、令

和10年度以降の本格普及に向けて、冒頭でご
紹介したとおり、本年５月に「不動産ID官
民連携協議会」を設置しました。本協議会は、
不動産・建設分野を始めとした多様な業種の
団体及び民間企業、自治体等の251会員、有
識者、関係省庁で構成されております。本協
議会に基づき、ユースケースの創出・横展開
や不動産ID推進の環境整備のほか、会員間
のプラットフォームとして意見交換等を行う
ことを目的としています。本年５月30日に第
１回総会を開催したところで、今後も定期的
な報告会や、ワーキンググループ、会員交流
会等の活動を予定しています。また、不動産
IDモデル事業についても進めてまいります。
不動産IDを情報連携のキーとした多様なデ
ータの連携促進によって、各分野のDXを推
進する取組を実証的に行い、社会実装に関す
る課題を検証するとともに、その成果を公開
することで、幅広い分野での活用促進を図り
ます。今年度は、民間事業者等による18事業



91

RETIO.  NO.131  2023年秋号

を採択しております。物件調査や物件ポータ
ル、不動産管理等の不動産分野を始めとして、
宅配・物流、保険・金融、防犯・防災、観光
地経営・商店街活性化、引越しといった多様
な分野の取組が含まれています。あわせて、
自治体等による事業も進める予定であり、空
き家推定の精緻化等にIDを活用する取組を
進めてまいります。
不動産分野における具体的な実証内容とし
ては、不動産IDを活用したデータ照合によ
る物件ポータルサイト上でのおとり物件の検
知や低減効果の検証、不動産IDをキーとし
た物件関連情報の連携による物件調査の効率
化の実証などがあります。物件ポータルサイ
トでの活用については、従来サイト上で同一
物件であることがわかりにくい形の重複掲載
やおとり広告等の課題が存在しているとこ
ろ、物件データに不動産IDを付番し、おと
り物件の検知・分析や他機関が保有するデー
タとの照合等の効果等を試算・検証します。
物件調査の効率化については、現状物件調査
には多岐にわたる情報収集が必要で、窓口へ
の訪問等、多大な手間・時間を要する中、不
動産IDを用いた検索により、地方自治体が
オープンで提供する都市計画情報等を容易に
取得できる環境を試行的に整備します。また、
宅配・物流分野においては、将来的な自動配
送等を見据え、不動産IDを活用した再配達・
住所不明問題の解消や配送業務効率化に向け
た検証、不動産IDを用いた配送データと不
動産データのマッチングによるオートロック
解除操作（デジタルキー）の検証などを実施
する予定です。配送業務の効率化については、
現行の住所が記載された伝票を用いた現行の
配送方法と不動産IDが記載された伝票を用
いた配送方法の間で、住所の表記揺れ等によ
って生じている住所不明調査にかかる工数を
比較検証します。デジタルキーについても、

オートロック付きマンションでも置き配を実
現することができる仕組みである一方、現状
は住所表記ゆれによる判定エラーが頻繁に生
じているところ、不動産IDが記載された伝
票を用いた配送により判定エラー率を低下す
ることができるか検証します。
ま た、 来 年 度 に か け て、 建 築BIM、

PLATEAUと不動産IDを連携させたプロト
タイプの整備も進める予定です。

3 ． 不動産IDの活用に向けた今後
の方向性

⑴　不動産IDを情報連携に活用するための
環境整備
不動産IDの活用及び建築・都市のDXの取

組を推進するうえでは、不動産IDを物件に
付与する環境の整備が必要となります。不動
産IDは、不動産登記簿に記載の不動産番号
（13桁）を基本に、部屋番号等の特定コード
（４桁）を加えた17桁の番号であるため、付
番にあたっては、不動産登記簿の情報が必要
となります。本誌昨年秋号においても、不動
産番号の確認を簡易・低廉に行うことができ
る手法の検討についてご紹介させていただき
ました。本稿では、現在検討中の取組として、
デジタル庁や法務省と国土交通省が連携して
整備を進めている不動産関係ベース・レジス
トリについてご紹介します。
不動産関係ベース・レジストリとは、①不

動産登記ベース・レジストリ、②アドレス・
ベース・レジストリ、③不動産IDの３つの
総称であり、不動産登記ベース・レジストリ
により、不動産IDの付番に必要な不動産番
号を含む登記情報を取得する予定です。不動
産登記情報について、ユーザー側の行政機関
ごとに、データを必要とする度にデータ抽出
の作業が発生している現状を受け、データを
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取得する機能を不動産登記ベース・レジスト
リに一本化することで、重複作業やそれに伴
うコスト負担を解消するものです。
令和５年７月７日デジタル庁告示におい

て、ベース・レジストリの定義と指定が見直
されました。ベース・レジストリの定義は「行
政又は民間におけるサービスの共通基盤とし
て利活用すべき又は利活用可能なデータ群で
あって、行政機関等が正当な権限に基づいて
収集し、正確性や完全性の観点から信頼でき
る情報を基にした、最新性、標準適合性、可
用性等の品質を満たすもの」と見直され、ま
た、不動産IDについては、「利活用が期待さ
れるものとして今後、整備を検討するもの」
として新たにベース・レジストリに指定され
ました。
なお、今年度は、不動産IDの取得・確認

手法の実用化に向けて、「不動産ID確認シス
テム」の技術実証を実施していくこととして

います。法務省・デジタル庁から提供を受け
た440自治体分のデータを用いつつ、一部民
間成果による補完のうえ、住所・地番を入力
すると不動産IDが出力されるシステムを提
供予定です。翌年度以降、対象エリアを拡大
していき、令和７年度からは全自治体分の不
動産IDを対象とすることを検討しています
（今年度の不動産ID確認システム試作版につ
いては、不動産ID官民連携協議会の会員向
けに提供する予定です）。
また、不動産取引において不動産IDを情

報連携に活用するため、レインズや地価公示
等の不動産関連情報への不動産IDの紐付け
を今後実施していく予定です。

⑵　建築BIMやPLATEAUとの連携に向け
た環境整備
不動産IDの付番環境の整備とともに、建築・
都市のDXにおいて、建築BIMやPLATEAU
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と連携するための環境整備も実施していく予
定です。PLATEAUへの不動産ID紐付けを
PLATEAUの整備都市拡大に伴って段階的
に進めていくこととしており、令和５年度に
は40都市、令和６年度には200都市、令和７
年度以降は500都市への紐付けを目指してい
ます。

⑶　ユースケースの社会実装に向けた取組
前章でご紹介したとおり、不動産IDモデ

ル事業については今年度から実施するもので
あり、令和７年度からのユースケースの社会
実装・横展開を実現するべく、今年度と来年
度にかけて、不動産分野をはじめとした多様
な分野でのユースケース開発や実証を行って
いきます。今年度の不動産IDモデル事業を
実施する中で明らかになった課題を解決する
べく、来年度はモデル事業の深掘りを行うこ
とを検討しています。
不動産IDの活用のみならず、来年度にか
けて建築BIM、PLATEAUと不動産IDを連
携させたプロトタイプの整備を進めつつ、こ
れらをどのように掛け合わせて活用すること
ができるかもあわせて検討していきます。具
体的なイメージとしては、建築BIMデータと
不動産IDを組み合わせることで、施設内の
ロボットによる配送や警備、行政手続きの効
率化、避難時の誘導に活用することや、避難
時の誘導についてはさらにPLATEAUと掛
け合わせて建物内外での活用などが想定され
ています。

4 ．おわりに

不動産IDは、様々な情報連携のキーとして
ユーザー側で活用いただくことによって、課
題解決や利便性向上の可能性が広がるもので

す。国土交通省では、「建築・都市のDX」の
実現に向けて、環境整備や実証事業の展開を
進めてまいります。不動産関連事業者の皆様
にも、不動産業界における業務や顧客の利便
性向上、さらには不動産と関わる他業界での
活用可能性について、ご一考いただければ幸
いです。


